
雇用の質のための事業主の責務の明確化

第五条 全て事業主は、障害者の雇⽤に関し、社会連帯の理念に基づき、障害者である労働者が有為な
職業⼈として⾃⽴しようとする努⼒に対して協⼒する責務を有するものであつて、その有する能⼒を
正当に評価し、適当な雇⽤の場を与えるとともに適正な雇⽤管理並びに職業能⼒の開発及び向上に関
する措置を⾏うことによりその雇⽤の安定を図るように努めなければならない。

○ 障害者の雇⽤の促進等に関する法律（昭和35年法律第123号）抄

第五条 すべての事業主は、障害者の雇用に関し、社会連帯の理念に基づき、障害者である労働者が有為
な職業⼈として⾃⽴しようとする努⼒に対して協⼒する責務を有するものであつて、その有する能⼒を
正当に評価し、適当な雇用の場を与えるとともに適正な雇⽤管理を⾏うことによりその雇⽤の安定を図
るように努めなければならない。

キャリア形成の⽀援を含め適正な雇⽤管理を

より⼀層積極的に⾏うことを求める


